
国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

14,134 平成 30 年 ～ 36 年度 14,134

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取り組み]

〇番号発券システムを構築することにより、新本庁舎における窓口サービスの安定化かつ効率化を図る。

〇市民・福祉・税の３つの総合窓口間のスムーズな連携のため、庁内共通の番号発券システムを構築する。
〇【番号発券システム設置予定部署】
　・保険年金課　・障がい福祉課　・こども家庭課　・長寿社会課　・市民税課　・固定資産税課　 ・徴収課
　・債権管理課　・市民課

　①平成１６年度 ・・・証明発行業務のため番号発券システムを導入(市民課）
　②平成２６年度 ・・・国保・年金業務のため導入（保険年金課）
　③平成２８年度 ・・・住民票の異動業務のため導入(市民課）
※いずれも各窓口単体で運用中

　平成３０年１２月～３月 　　　要件確定・契約手続・発注
　平成３１年　４月～９月 　　　システム構築
　平成３１年　９月～ 　　　　　新本庁舎でシステム設置・リハーサル実施
　平成３１年１０月　　　　　　  新本庁舎で本稼働

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成３０年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

番号発券システム設置事業費 市民課

-41-


